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はじめに

本資料は、障害福祉サービス等報酬改定検討チーム資料等を
基に、世田谷区内の指定障害福祉サービス事業者に向けて、
障害福祉サービスに係る主な改定事項をまとめて作成した資
料です。

詳細については、厚生労働省の障害福祉サービス等報酬改定
検討チームの資料をご覧ください。

本資料は、令和３年３月時点作成のものです。最新情報は厚
生労働省ホームページをご確認ください。



１ 共同生活援助における重度化・高齢化
に対応していくための報酬の見直し①

①＜重度障害者支援加算の対象者の拡充（強度行動障害を有する者に対する評価）＞

（介護サービス包括型、日中サービス支援型）

 重度障害者の受入体制を整備するために、現在、重度障害者等包括支援の対象者
（障害支援区分６で意思疎通に著しい困難を有する者のうち一定の要件を満たす
者）に限定されている重度障害者支援加算について、施設入所支援の重度障害者
支援加算（Ⅱ）と同様に、障害支援区分４以上の強度行動障害を有する者を算定
対象に加える。

重度障害者支援加算（Ⅰ）３６０単位／日

重度障害者支援加算（Ⅱ）【新設】１８０単位／日

※区分４以上の強度行動障害を有する者

②＜医療的ケアが必要な者に対する評価＞

 グループホームにおける医療的ケアが必要な者に対する支援について、看護職員
を配置するグループホームに対する加算を創設する。

医療的ケア対応支援加算【新設】１２０単位／日



１ 共同生活援助における重度化・高齢化
に対応していくための報酬の見直し②

③＜強度行動障害を有する者の受入れ促進のための体験利用の評価＞

（介護サービス包括型、日中サービス支援型）

 強度行動障害を有する者が地域移行のためにグループホームにおいて体験利用を
行う場合に、強度行動障害支援者養成研修・行動援護従事者養成研修の修了者を
配置しているグループホームについては報酬上の評価を行う。

強度行動障害者体験利用加算【新設】４００単位／日



④＜夜間支援等体制加算の見直し＞（介護サービス包括型、外部サービス利用型）

 入居者の状況に応じた手厚い支援体制の確保や適切な休憩時間の取得ができるよう、

・夜間支援体制加算（Ⅰ）を入居者の障害支援区分に応じたメリハリのある加算に

見直した上で、

・夜間支援体制加算（Ⅰ）による住居ごとの常駐の夜間職員に加えて、更に事業所

単位で夜勤又は宿直の職員を追加配置した場合の加算を創設。

１ 共同生活援助における重度化・高齢化
に対応していくための報酬の見直し③

令和３年2月4日 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（案）P２より抜粋



１ 共同生活援助における重度化・高齢化
に対応していくための報酬の見直し④

⑤＜重度障害者の個人単位での居宅介護等の利用の特例的取扱いの継続＞

（介護サービス包括型、日中サービス支援型）

 重度障害者の個人単位の居宅介護等の利用の特例的取扱いについては、重度障害
者の受入体制を確保する観点から、令和６年３月３１日まで延長する。

⑥＜日中サービス支援型グループホームの基本報酬の見直し＞

 「日中サービス支援型グループホーム」の基本報酬について、重度障害者の受入
れのインセンティブが働くようメリハリのある報酬体系に見直す。

令和３年2月4日 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（案）P２より抜粋



２ 自立生活援助の整備を促進するための
報酬・人員基準等の見直し①

 ①＜自立生活援助の整備を促進するために、サービス管理責任者の兼務や標準利

用期間の更新の取扱いを見直すとともに、自立生活援助サービス費（Ⅰ）の

対象者の拡充を行う。＞

① 自立生活援助を必要とする障害者にサービスが行き渡るよう、サービス管理

責任者と地域生活支援員の兼務を認める。

② 標準利用期間を超えて更にサービスが必要な場合については、原則１回では

なく、市町村審査会の個別審査を要件とした上で、複数回の更新を認める。

③ 自立生活援助サービス費（Ⅰ）の対象者に、同居家族の死亡等により急遽一

人暮らしをすることとなった者を加える。



②＜同行支援加算の見直し＞

 同行支援加算について、同行支援の回数等の実態を踏まえ、加算の算定方法

を見直す。

③＜夜間の緊急対応・電話対応の新たな評価（緊急時における対応機能の強化）＞

 特に業務負担が大きい深夜帯における緊急対応や電話相談について新たに評

価する。

 地域生活支援拠点として位置付けた自立生活援助事業所が緊急時の対応を行った
場合、加算する（地域生活支援拠点に係る加算【新設】 ＋５０単位）

２ 自立生活援助の整備を促進するための
報酬・人員基準等の見直し②

令和３年2月4日 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（案）P３より抜粋



④＜居住支援法人・居住支援協議会と福祉の連携の促進＞

 住宅施策との連携や体制強化について加算として評価する。

⑤＜精神保健医療と福祉の連携の促進＞

 あらかじめ利用者の同意を得て、精神障害者が日常生活を維持する上で必要な情
報を精神科病院等に対して情報共有した場合について加算で評価を行う。

日常生活支援情報提供加算 【新設 １００単位／回（月に1回を限度）】

２ 自立生活援助の整備を促進するための
報酬・人員基準等の見直し③

令和３年2月4日 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（案）P３より抜粋



２ 自立生活援助の整備を促進するための
報酬・人員基準等の見直し④

⑥＜ピアサポートの専門性の評価＞

 ピアサポートの専門性について、利用者と同じ目線に立って相談・助言等（経験
者としての視点で、リカバリー体験を活かした助言や共に行動をする支援）を行
うことにより、本人の自立に向けた意欲の向上や地域生活を続ける上での不安の
解消などに効果があることを踏まえ、研修等の一定の要件を設けた上で、加算に
より評価する。

※精神障害のみでなく、身体障害、知的障害においても同様に評価する。

ピアサポート体制加算 【新設 １００単位／月】



３ 生活介護等における重度障害者への支
援の評価の見直し①

 ＜重度障害者支援加算における強度行動障害を有する者に対する利用開始時の支
援の評価の見直しと算定要件に拡充＞

 ①利用者の状態確認や利用者が環境の変化に適応するためのアセスメント期間等

 を一定程度見直し、加算算定期間の延長及び加算の単位数の見直しを行う（施

 設入所支援も同様）。

・算定期間：（現行）９０日 → （改正後）１８０日

・単位数：（現行）７００単位 → （改正後）５００単位

令和３年2月4日 令和3年度障害
福祉サービス等報酬改定における
主な改定内容（案）P５より抜粋



３ 生活介護等における重度障害者への支
援の評価の見直し②

 ②強度行動障害を有する者が、障害者支援施設が実施している生活介護を通所

利用している場合であって、当該利用者に対する支援計画を作成し、当該計画

に基づいて支援を実施している場合には、重度障害者支援加算の算定を可能と

する。

・強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者を1人以上配置し、支援計画

を作成する体制を整備 ７単位／日

・強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者が、実践研修修了者の作成

した支援計画シート等に基づき、強度行動障害を有する者に対して個別の支援

を実施 １８０単位／日



＜重症心身障害者を支援している場合における新たな評価＞

 生活介護における重度障害者支援加算に「重度心身障害者を支援している場合」
に算定可能となる区分を創設し、人員配置体制加算と常勤看護職員等配置加算に
上乗せする形で評価する。

３ 生活介護等における重度障害者への支
援の評価の見直し③

令和３年2月4日 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（案）P５より抜粋



 ＜常勤看護職員を手厚く配置し医療的ケアを必要とする障害者を支援している場
合における新たな評価＞

 生活介護における常勤看護職員等配置加算に「常勤看護職員を3人以上配置」し、
判定スコアの各項目に規定する状態のいずれかに該当する利用者を2名以上受け入
れている事業所評価する区分を創設する。

３ 生活介護等における重度障害者への支
援の評価の見直し④

令和３年2月4日 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定の概要（案）
P２６,P２７より抜粋



４ 医療型短期入所の受入体制強化①

①＜基本報酬＞

 医療型短期入所事業所の整備促進を図る観点から、経営実態も踏まえつつ、基本
報酬を引き上げる。

（例）医療型短期入所サービス費（Ⅰ）

（現行）２,９０７単位／日 →（改正後）３，０１０単位／日

医療型特定短期入所サービス費（Ⅰ）

（現行）２,７８５単位／日 →（改正後）２，８３５単位／日

②＜医療型短期入所の対象者の整理＞

令和３年2月4日 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（案）P１０より抜粋



 ③＜特別重度支援加算の算定要件と単位数の見直し＞

 特別重度支援加算の算定要件について、強度行動障害があり医療的ケアを必要と
する者や医療的ケア（新スコア１６点以上）を必要とする障害児を医療型短期入
所の対象者とすることに伴い、いわゆる「動ける医ケア児」に対する支援を実施
した場合にも特別重度支援加算を算定可能となるよう、「運動機能が座位まで」
の要件を削除する。

 その上で、利用者が必要とする医療的ケアの判定スコアの合算点数に応じて、単
位数にメリハリをつける。

（現行）３８８単位／日 →（改正後）６１０単位／日（２５点以上）

２９７単位／日（１０点以上）

４ 医療型短期入所の受入体制強化②



④＜日中活動支援の評価＞

 医療型短期入所の利用者は、当該短期入所から通所事業所へ通うことに困難を伴
うことが想定される。

 相談支援専門員が作成するサービス等利用計画又は障害児支援利用計画において、
医療型短期入所事業所での日中活動支援が必要とされている場合であって、当該
事業所において、保育士やリハビリテーションを行う専門職を配置した上で、当
該専門職が日中活動に係る支援計画を作成し、日中活動を実施している場合に評
価する加算を創設する。

日中活動支援加算 【新設 ２００単位／日】

⑤＜緊急時のための受入昨日の強化＞

 市町村が地域生活支援拠点等として位置付けた短期入所事業所（医療型以外も含
む）について、地域生活支援拠点等として緊急時の受入対応等の役割を担うこと
を評価する加算を創設する。（緊急時の受入に限らず加算）

地域生活支援拠点等に係る加算【新設 １００単位／日】

４ 医療型短期入所の受入体制強化②



５ 施設入所支援における口腔衛生管理、摂食、
嚥下機能の支援に係る評価

①＜口腔衛生管理の充実＞

 歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、職員に口腔ケアに係る技術
的助言を行っている場合等に評価を行う加算を創設する。

 口腔衛生管理体制加算 【新設 ３０単位／月】

 口腔衛生管理加算 【新設 ９０単位／月】

 ②＜摂食・嚥下機能支援の充実＞

 経口移行加算及び経口維持加算について、咀嚼能力等の口腔機能及び栄養状態を
適切に把握しつつ、口から食べる楽しみを支援するための多職種による取組プロ
セスを評価するよう見直す。

 経口維持加算（Ⅰ） 【現行 ２８単位／日 →改正後 ４００単位／月】

 経口維持加算（Ⅱ） 【現行 ５単位／日 →改正後１００単位／月】



６ 地域移行支援事業の報酬の見直し①

①＜地域移行実績の更なる評価＞

 障害者の地域移行を更に促進するため、地域移行支援事業者における地域移行実
績や専門職の配置、病院等との緊密な連携を評価した新たな基本報酬を設定する。

②＜可能な限り早期の地域移行支援の評価＞

 入院中の精神障害者に対する可能な限り早期の地域移行支援を推進する観点から、
入院後1年以内に退院する場合について、退院・退所月加算による評価に加え、更
に加算で評価する。

令和３年2月4日 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（案）P１７より抜粋



６ 地域移行支援事業の報酬の見直し②

③＜居住支援法人・居住支援協議会と福祉の連携の促進＞

 住宅施策との連携や体制強化について加算として評価する。

④＜ピアサポートの専門性の評価＞

 ピアサポートの専門性について、利用者と同じ目線に立って相談・助言等（経験
者としての視点で、リカバリー体験を活かした助言や共に行動をする支援）を行
うことにより、本人の自立に向けた意欲の向上や地域生活を続ける上での不安の
解消などに効果があることを踏まえ、研修等の一定の要件を設けた上で、加算に
より評価する。

※精神障害のみでなく、身体障害、知的障害においても同様に評価する。

ピアサポート体制加算 【新設 １００単位／月】



７ 地域定着支援事業の報酬の見直し①

①＜居住支援法人・居住支援協議会と福祉の連携の促進＞

 住宅施策との連携や体制強化について加算として評価する。

②＜精神保健医療と福祉の連携の促進＞

 あらかじめ利用者の同意を得て、精神障害者が日常生活を維持する上で必要な情
報を精神科病院等に対して情報共有した場合について加算で評価を行う。

日常生活支援情報提供加算 【新設 １００単位／回（月に1回を限度）】

令和３年2月4日 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（案）P３より抜粋



７ 地域定着支援事業の報酬の見直し②

③＜ピアサポートの専門性の評価＞

 ピアサポートの専門性について、利用者と同じ目線に立って相談・助言等（経験
者としての視点で、リカバリー体験を活かした助言や共に行動をする支援）を行
うことにより、本人の自立に向けた意欲の向上や地域生活を続ける上での不安の
解消などに効果があることを踏まえ、研修等の一定の要件を設けた上で、加算に
より評価する。

※精神障害のみでなく、身体障害、知的障害においても同様に評価する。

ピアサポート体制加算 【新設 １００単位／月】

④＜緊急時における対応機能の強化＞

 地域生活支援拠点として位置付けた地域定着支援事業所が緊急時の対応を行った
場合、加算する（地域生活支援拠点に係る加算【新設】 ＋５０単位）

※緊急時支援費（Ⅰ）を算定した場合、算定可

緊急時支援費（Ⅰ）７１１単位／日 +５０単位（地域生活支援拠点に係る加算）



８ 医療連携体制加算の見直し①
（短期入所、自立訓練（生活訓練）共同生活援助）

 従来、看護の濃度に関わらず一律単価であった加算額について、医療的ケアの単
価を充実させ、非医療的ケア（健康観察等）の単価の適正化を図る。また複数の
利用者を対象とする健康観察等は短時間の区分を創設することにより適正化。

→医療・看護について、医療的ケアを要するなどの看護職員の手間の違いに応じ

て評価を行う。

 医療機関等からの指示は、日頃より利用者を診察している主治医から個別に受け
ることを明確化

（利用者の主治医やかかりつけ以外の医師からの指示を受けている場合や、事務所

の利用者全員に対して同じ内容の指示を適用させている、あるいは短時間で多数

の算定を行うなどの実施形態が排除されていない状況があるため。）



８ 医療連携体制加算の見直し②
（短期入所、自立訓練（生活訓練）共同生活援助）

令和３年2月4日 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（案）P２０より抜粋



９ 福祉・介護職員等処遇改善加算等
の見直し①

 福祉・介護職員等特定処遇改善加算について、リーダー級の職員について他産業
と遜色ない賃金水準の実現を図りつつ、更なる処遇改善を行うとの趣旨は維持し
た上で、事業者が活用しやすい仕組みとする観点から、より柔軟な配分を可能と
するよう配分ルールを見直すことにより取得促進を図る。

 処遇改善加算及び特定処遇改善加算の算定要件の一つである職場環境等要件につ
いて、事業者による職場環境改善の取組をより実効性の高いものとする観点から
見直しを行う。

 従来からの処遇改善加算の減算区分であるⅣ及びⅤ並びに処遇改善特別加算につ
いて、上位区分の算定が進んでいることを踏まえ、１年の経過措置を設けた上で
廃止する。

 処遇改善加算等の加算率の算定方法を見直す。見直しに際しては、加算率の変更
による影響を緩和する観点から、各サービスの経営状況等を踏まえつつ、官界及
び今後の報酬改定において段階的に反映する。



９ 福祉・介護職員等処遇改善加算等
の見直し②

令和３年2月4日 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（案）P２３より抜粋



１０ 障害者虐待防止の更なる推進

＜基準省令の改正＞

①従業者への研修実施の義務化

②研修実施や虐待が起こりやすい職場環境の確認、改善を行うための組織として虐待
防止委員会設置するとともに、委員会での検討結果を従業者に周知徹底することを義
務化する。虐待防止委員会に求められる役割は、虐待の未然防止や虐待事案発生時の
検証や再発防止策の検討等

③虐待の防止等のための責任者の設置の義務化

※令和４年度より義務化（令和３年度は努力義務）

※小規模な事業所においても過剰な負担とならず、効果的な取組が行えるような

取扱いを提示予定。



１１ 身体拘束等の適正化の推進

 身体拘束等の適正化の更なる推進のため、運営基準において施設・事業所が取り
組むべき事項を追加するとともに、減算要件の追加を行う。

令和３年2月4日 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（案）P２２より抜粋



１２ 感染症や災害への対応力の強化

令和３年2月4日 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（案）P１８より抜粋



１３ 業務効率化のためのICT活用

令和３年2月4日 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（案）P１９より抜粋



１４ 新型コロナウイルス感染症への対応
に係る特例的な評価

令和３年2月4日 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定の概要（案）P１２より抜粋



 栄養面など障害児の特性に応じた配慮や食育的な観点など別の評価軸で評価する
ことも考えられるかも含め、他制度とのバランス、在宅で生活する障害者との公
平性等の観点も踏まえ、更に検討を深める必要があることから、今回の報酬改定
においては、食事提供体制加算の経過措置を延長する。

１５ 食事提供体制加算の経過措置の取扱い
【生活介護・短期入所・自立訓練（機能訓練・生活訓練）のみ】


